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特集　「関東大震災100年」と神奈川県博物館協会　「神奈川震災100年プロジェクト」の成果と課題（吉田）

はじめに

　日本史上、最悪の自然災害となった関東大震災

の発生から100年を迎えた2023（令和5）年、関東

地方を中心に、多くの博物館や文書館、図書館で

関連する企画展示事業が展開された。1923（大正

12）年9月1日午前11時58分、神奈川県を震源とす

る大正関東地震（マグニチュード7.9）は、南関東

一帯の大地を大きく揺らしただけでなく、東京や

横浜などの都市部で同時多発的な火災を発生させ

たほか、沿岸部で津波、山間部で土砂災害などを

引き起こした1。また、「朝鮮人暴動」に代表され

る流言が蔓延し、朝鮮人や中国人、さらに社会的

な弱者に対する迫害、殺傷事件へと発展していっ

た。一方、日本国内にとどまらず、諸外国からも

救援の手が差し伸べられ、人々は被災地に義援金

や救援物資を送った。その後、国家レベルで帝都

復興事業が推し進められ、東京や横浜の姿は大き

く変化していく。そうした点を考えても、関東大

震災は日本近代史の転換点となる歴史的な事象で

あった。

　横浜開港資料館の西村健氏の調査によれば、

2023年度に実施された関東大震災関係の企画展

示事業は200以上にのぼるという2。神奈川県にお

いても58の企画展示事業が確認でき、様々な視点

から100年前の未曾有の大災害へのアプローチが

試みられた。そのなかで特徴的だったのは、神奈

川県博物館協会に所属する21の館園が「神奈川震

災100年プロジェクト」を立ち上げ、相互に協力

しつつ、企画展示事業を展開していった点である。

連携事業は組織文化の違い等から調整作業などに

苦労する一方、単独の館園では得られない成果を

得ることができ、専門分野の相互補完も可能とな

る。特に関東大震災の場合、国、県、市町村の空

間レベルで災害への視点が異なるだけでなく、展

示資料の性格によっても災害像の描き方が違って

くる。また、災害自体へのアプローチ方法も自然

科学と人文科学では全く異なり、同じ事象を扱っ
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たとしても、展示の内容は変わってくるだろう3。

　「関東大震災」という事象は自然科学、人文科学

を問わず、多種多様な視点、アプローチ方法があ

るゆえ、博物館連携の結節点になる展示テーマで

あると言える4。プロジェクトメンバーは各館園が

同じ展示テーマを横断的に扱うことで、全体とし

ての災害像を提示できると考えた。「神奈川震災

100年プロジェクト」が立ち上がっていく背景に

は、自然科学、人文科学の双方からアプローチで

きる展示テーマがあったのである。

　以上の点を踏まえつつ、本稿では、博物館連携

の実践例として、神奈川県博物館協会の「神奈川

震災100年プロジェクト」の事業展開を俯瞰する

ことで、その成果と課題を考察していきたい。な

お、神奈川県博物館協会では、「東海道宿駅制度制

定400年」に際し、2000（平成12）年9月に記念事

業実行委員会を組織して所属館園の展示事業を支

援したほか、スタンプラリーやクイズラリー、連

続講座などを展開していた5。「神奈川震災100年プ

ロジェクト」は「東海道宿駅制度制定400年記念

事業」に続く連携事業に位置づけられる。

1．プロジェクトの準備

　関東大震災に関する研究は周年行事的に進む傾

向にあり、それは博物館等における企画展示事業

ついても同様である6。関東大震災から90年となっ

た2013（平成25）年には、神奈川県内だけでも

19の企画展示事業があり、様々な視点から関東大

震災の災害像を提示していった7。筆者自身、展示

担当者の一人として、横浜開港資料館の企画展示

「被災者が語る関東大震災」（2013年7月13日〜10

月14日）を担当すると同時に、他館の企画展示を

見学しつつ、担当学芸員と意見交換を行った8。そ

の過程で各企画展示での成果と課題を議論し、広

く共有する必要があると考え、関東圏の近現代史

研究者の集う首都圏形成史研究会においてシンポ

ジウム「歴史災害を伝える—“災害史”展示の現

「神奈川震災100年プロジェクト」の成果と課題

─博物館連携の視点から─
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状と課題—」（2014年4月5日、青山学院大学）を

実施し、神奈川県関係では大磯町郷土資料館の富

田三紗子氏、横浜都市発展記念館の青木祐介氏に

企画展示の実践例を紹介いただいた9。ここでの議

論を通じて、関東大震災100年にむけて、研究の

部分はもちろん、技術的な側面でも博物館同士の

「連携」、事前準備や協力が必要である点を確認し

た10。シンポジウム参加者には神奈川県博物館協

会の関係者も多く、プロジェクトの萌芽はこの問

題意識から始まった。

　プロジェクトの立ち上げにむけて本格的に動き

出したのは、各館の展示方針が定まり始めた2022

（令和4）年の4月頃からである。いくつかの館の担

当者が水面下で調整を図るなか、神奈川県博物館

協会を核として連携事業を進めていけないか、と

いう話が持ち上がった。その結果、協会事務局を

含め、7月29日に有志で集まり準備作業に着手し、

企画案をつくり始めた。そして9月16日の合同部

会でプロジェクトの企画を提案、続いて11月2日

の役員会で企画案の内容を検討したが、この過程

でいくつかの課題が生じた。最大の課題は、関東

大震災というテーマ上、動植物園など神奈川県博

物館協会に所属するすべての館園が参加できない

という点である。そこで12月23日、再び有志で集

まり、情報交換を行うとともに、枠組みの再構築

や所属館園に対するアンケート調査の実施を模索

した。この時点での参加館は大磯町郷土資料館、

神奈川県立歴史博物館、神奈川県生命の星・地球

博物館、相模原市立博物館、日本新聞博物館、箱

根町立郷土資料館、平塚市博物館、横浜開港資料

館、横浜都市発展記念館、横浜みなと博物館の10

館となっていた。

　2023年の年明けとともに、アンケート調査を実

施して関東大震災100年に対する所属館園の意向

や動向を確認すると同時に、事務局が中心となり、

2023年度を「県博協防災Year」と位置付けるこ

とで、博物館防災の面を含めて事業を推進する方

向となった。この頃になると、内閣府防災担当に

よる防災推進国民大会（ぼうさいこくたい2023）

や、神奈川県くらし安全局主催の関東大震災100

年事業、各種学術団体の関連事業など、複数の動

きが明らかになり、神奈川県が「関東大震災100

年」の台風の目になりつつあった11。そうしたなか

で、県内の博物館の役割も問われていた。その後、

3月9日の合同部会で状況を説明しつつ、4月28日

に有志が神奈川県立歴史博物館に集まりアンケー

ト結果を検討、改めて企画案を練り合わせながら、

5月11日の役員会及び総会で承認を得ることがで

きた。発案から約一年間の調整を経て、正式に「神

奈川震災100年プロジェクト」が立ち上がったの

である。

２．プロジェクトの事業

　「神奈川震災100年プロジェクト」の具体的な事

業に関しては、有志による検討段階から①企画展

担当者間による情報交換、②共同研究、③共同広

報、④合同記者発表会、⑤記念講演会、⑥神奈川

県博物館協会の研修会を兼ねた関連史跡ツアー、

⑦総括シンポジウムの実施などが案として挙がっ

ていた。しかし、自治体直営や指定管理者、民間

など運営主体や運営館の人員規模、広報方法の違

いなど、乗り越えるべき課題は多く、議論を重ね

ていくなかで事業の絞り込みを行っていった。ま

た、「県博協防災Year」の位置づけのもと、可能

な限り参加館園を増やしていくためにも、幅広い

視点から擦り合わせ作業を行う必要も生じた。そ

の結果、各館の事業に踏み込まない緩やかな連携

を基礎としつつ、博物館における「防災」をキー

ワードに、所属館園のすべてが関与できる方向で

事業の方針が固まっていった。

　2023年4月28日の準備会段階で、あつぎ郷土資

料館、小田原市郷土文化館、神奈川県立公文書館、

鎌倉国宝館、寒川神社方徳資料館、はだの歴史博

物館が新たに加わったほか、複数館の参加表明も

あった。ここで情報交換を行いつつ、アンケート

結果や事業案を検討し、連携をアピールするため、

「神奈川震災100年プロジェクト」のロゴ及び共通

のチラシを作成することになった。また、大きな関

連事業は研修会を兼ねた2回のシンポジウムに集

約することとし、その他の事業に関しては、各館

の事業と関連させながら支援する方向でまとまっ

た。一方、神奈川県が「関東大震災100年」の中

心になるなか、神奈川県博物館協会として「ぼう

さいこくたい2023」に参加することも決めた。

　以後、平塚市博物館の野崎篤氏を中心にロゴの

準備が進められたほか、神奈川県博物館協会事務

局長の丹治雄一氏を中心に調整作業も行われた。

また、各館の担当者レベルでは、相互に情報交換、

資料借用等の調整を図りつつ、一部では共同の現

地調査等も実施された（図1）。そして6月8日に開
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催された第1回の正式会合では、リモート参加を含

め、19館園の担当者が出席した上で、ロゴ及びチ

ラシの作成・配布方法、相互協力の方法、関連事

業の方向性等について議論が行われた。連携の部

分に関しては「東海道宿駅制度制定400年記念事

業」を参考に、各事業の後援に「神奈川震災100

年プロジェクト」を加えるなど工夫が試みられた。

ただし、最も早い企画展の開催が7月に迫るなか、

時間に追われて十分に対応できない事例など、広

域的な連携事業の難しい部分が表面化した。

３．プロジェクトの展開

　2023年7月7日、神奈川県博物館協会のホーム

ページに「神奈川震災100年プロジェクト」の特

設サイトが公開されたほか、事

務局から県庁内の県政記者クラ

ブへ記者発表資料の投げ込みが

行われた。この二つの動きを契

機に、プロジェクトの事業が動

き出すことになり、早速、翌日

の『神奈川新聞』などに神奈川

県博物館協会の取り組みが紹介

された12。続いて各館にロゴの

入った連携事業のチラシも配布

され、7月中旬以降、続々と企画

展が始まる中で、プロジェクト

の存在も見学者の間に浸透して

いった（図2）。筆者が担当した

横浜開港資料館・横浜都市発展

記念館合同特別展「関東大震災

100年 大災害を生き抜いて—横

浜市民の被災体験—」でもチラ

シを持った見学者が散見でき、

これから別の館の展示を見学す

るという話も聞こえてきた。共

通のロゴ、チラシやホームペー

ジでの広報は、各館の企画展へ

の巡回を促す上で大きな効果が

あったと考えられる。また、参

加館同士がSNS等を活用して

他館園の情報を積極的に発信し

た。さらに各種事業が進む過程

で新たに2館が加わり、最終的

なプロジェクト参加館園の数は

21に拡大した。

図1　プロジェクト参加館園による被災地の共同調査

2023年3月

図2　神奈川震災100年プロジェクトの参加館一覧（配布チラシ）
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博物館の災害教訓」〔会場：相模原市博物館〕を開

催し、1923年の関東大震災と2011（平成23）年の

東日本大震災を事例に、過去に神奈川県を襲った

大規模災害に対し、博物館や文化財行政、自治体

史編纂事業がどのように向き合ったのかを検討し

た（詳細は本特集第1部を参照）。会員を対象とし

たシンポジウムではあったが、改めて災害時の広

域連携等を意識する機会となった13。加えて、共催

事業として首都圏形成史研究会第126回例会「『関

東大震災』研究の最前線」を実施し、参加者は午前

に横浜みなと博物館と日本新聞博物館の企画展示

を見学し、午後は横浜開港資料館の講堂にて展示

担当者の報告を聞いた後、展示の見学を行った14。

残念ながらプロジェクトでは、当初、事業案で計

画していた関連史跡ツアーはできなかったが、他

の学術団体等の協力も得つつ、研究成果の共有、

情報発信などが実現できたと考える。

　大部分の企画展示事業が終了した12月26日、第

2回の正式会合が開催され、各館の成果報告ととも

に、プロジェクトを総括するシンポジウム

にむけた協議を行った。ここで基調講演者、

事例報告者、コメンテーターの調整を図り、

神奈川県内では人文科学系の展示が多かっ

たことから、国立科学博物館の関東大震災

100年企画展「震災からのあゆみ—未来へつ

なげる科学技術—」〔2023年9月1日〜11月

26日〕を担当された室谷智子氏、海底火山

研究に従事されている海洋研究開発機構の

満澤巨彦氏に依頼することになった。また、

コメンテーターに関しては、共同通信社の

気象・災害取材チーム長として関東大震災

関係の企画展示を幅広くめぐった所澤新一

郎氏に依頼することにした。幸いにも、各氏

の快諾を得て、2024年3月9日に公開シンポ

ジウム「関東大震災100年の成果と課題—神

奈川県の博物館から—」〔会場：横浜市歴史

博物館〕を開催、一般の参加者を含めて60

人以上が参加し、博物館の連携等について

活発な議論が行われた（詳細は本特集第2部

を参照）。各事例報告からはこれまで描かれ

てこなかった災害像が浮き彫りとなり、プ

ロジェクトとしても最新の研究成果を示す

ことができたと考える（図４）。水面下の準

備から2年間の活動を総括する上で、意義深

いシンポジウムになった。
図4　シンポジウム「関東大震災100年の成果と課題」のプログラム

（配布チラシ）

　一方、関連事業に関しては、9月17日、18日の2日

間の日程で開催された「ぼうさいこくたい2023」

〔会場：横浜国立大学〕のポスターセッションにプ

ロジェクト参加館の情報一覧を掲示（図３）した

ほか、10月3日には、神奈川県博物館協会の第3回

研修会として、シンポジウム「関東大震災100年 

図3　第8回防災推進国民大会（ぼうさいこくたい2023）

におけるポスター展示 2023年9月
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おわりに

　以上のように、「神奈川震災100年プロジェク

ト」の事業を俯瞰すると、大きく二つの成果があっ

たと考えられる。一つは「神奈川震災100年プロ

ジェクト」という一体性を各展示の見学者に提示

することで、神奈川県における関東大震災の災害

像を多角的に発信できた点である。従来、関東大

震災の災害像は首都である東京を中心に論じられ

る傾向にあったが、各館の地道な資料収集、調査

研究を基礎に、これまで知られていなかった神奈

川県の被災状況とその後の変化を提示することが

できた。大正関東地震の震源は神奈川県であり、

最大の被災地が横浜である点を示せたことは大き

い。また、相互に補完し合うことで、災害の持つ

多面性を浮き彫りにできたと考える。特に総括シ

ンポジウムを含め、人文科学、自然科学の双方か

らアプローチしたことで、学術的な分野の枠を越

えた連携が可能となった。

　もう一つは「防災」をキーワードに学芸員間の

交流の幅が大きく広がった点である。様々な理由

ですべての所属館園が今回のプロジェクトに参加

できたわけではないが、「防災」という共通の課題

から過去の経験を問題意識として共有できたこと

は重要である。各館園の抱えている問題を含め、

シンポジウム等で議論できたのは、将来的に発生

が予想されている首都直下地震や南海トラフ地震

に備える上でも意味があった。関東大震災100年

を契機に浮き彫りとなった博物館の災害教訓も今

後につなげていきたい。

　他方、課題となったのは、合意形成や調整など、

博物館及び学芸員同士の意思疎通の面で、それぞ

れの局面において様々な問題が発生した。特にプ

ロジェクトメンバーが各館の展示担当者だったこ

ともあり、自らの企画展が迫ってくると、意思疎

通を欠く場合も生じた。また、悔やまれることは、

プロジェクトの立ち上げが遅かったため、チラシ

やポスターの配布に「神奈川震災100年プロジェ

クト」の情報が含まれない場合もあった。多くの

館園の合意形成を必要としたため、調整に時間を

要したのである。今後、連携事業を進めていく時

には、先の計画を見据えつつ、かなり早い段階か

ら調整作業等に着手しなければならない。

　しかしながら、総体的に見て、「神奈川震災100

年プロジェクト」は成功だったと言え、次の関東

大震災110年、120年へとつながる成果を残せただ

ろう15。この背景には、県内の多くの館園が所属

し、これまで活発に活動を展開してきた神奈川県

博物館協会そのものの存在も大きい。特に「神奈

川震災100年プロジェクト」を影から支えていた

だいた望月一樹会長、丹治雄一事務局次長、事務

局員の杉山誠氏に深く感謝の意を表したい。この

事業の成果を基礎に連携の幅がさらに広がるよう

な次の展開、例えば、近隣都県の博物館及び博物

館協会との連携なども目指していきたい。
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